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こだま歯科医院

Kodama Dental Clinic

③ Wt 46.8kg   Alb 3.7g/dl ④ Wt 48.5kg Alb 4.0g/dl

Wt 55kg Alb 4.3g/dl

① Wt 42kg Alb 2.4g/dl ② Wt 46kg Alb 3.3g/dl



出典：令和6年度の同時報酬改定に向けた意見交換会（第1回）資料4参考1
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噛むことが認知症予防につながる

■歯数・義歯使用と認知症発症との関係
歯を失い、義歯を使用していない場合、認知症発症リスクが最大1.9倍に

65歳以上の健常者を対象として、歯と義歯

の状況を質問紙調査し、その後４年間、認知

症の認定状況を追跡（n=4,425名）した。

年齢、疾患の有無や生活習慣等に関わらず

（年齢、所得、B M I、治療中疾患、飲酒、運

動、物忘れの自覚の有無を調査済み）歯が

殆ど無く義歯を 使用していない人は、20本

以上歯を有する人と比較して、認知症発生

のリスクが高くなることが示された。

出典：yamamoto et al., Psychosomatic Medicine.2012

認
知
症
に
な
っ
て
い
る
人
の
割
合
（
％
）

6

5

4

3

2

1

0

歯がほとんどなく
義歯未使用

歯がほとんどなく
義歯使用

19歯以下

20歯以上

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

日数

5



現在歯の状況（8020達成者等）

8020達成者の割合（80歳で20本以上の歯を有する者の割合）は、75歳
以上85歳未満の20本以上歯を有する者の割合から51.6％と推計され、
前回調査である平成28年の51.2％とほぼ同じであった

出典：令和4年歯科疾患実態調査「20本以上の歯を有する者の割合の年次推移」 6



出典：令和4年国民健康・栄養調査
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出典：令和4年国民健康・栄養調査
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厚生労働省「医療施設調査」より作成 9
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都道府県別歯科医療機関数の推移について

歯科医療機関数が減少した都道府県

北海道、青森県、岩手県、秋田県、福島県、新潟県、富山県、三重県、
京都府、和歌山県、鳥取県、島根県、山口県、愛媛県、長崎県、宮崎県、鹿児島県

厚生労働省「令和4年度医療施設（動態）調査」より作成10



出典：令和6年度の同時報酬改定に向けた意見交換会（資料４参考１）リハ口腔栄養11



出典：令和6年度の同時報酬改定に向けた意見交換会（資料４参考１）リハ口腔栄養 12



疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について
＜在宅医療の体制構築に係る指針＞令和５年３月３１日 厚生労働省医政局地域医療計画課長通知

第１ 在宅医療の現状 ２ 在宅医療の提供体制 (2) 日常の療養生活の支援 ③訪問歯科診療

近年、口腔の管理が誤嚥性肺炎の発症予防につながるなど、口腔と全身との関係について広く指摘され
ており、口腔の管理の重要性が高まっている。こうした観点から、歯科医師だけでなく、歯科衛生士の口腔
の管理へのより一層の関わりが期待されている。今後は地域の実情を踏まえ、歯科診療所と後方支援機
能を有する歯科医療機関との連携や医科歯科連携を更に推進していくことが求められている。

第２ 医療体制の構築に必要な事項 ２ 各医療機能と連携

(2) 日常の療養支援が可能な体制【日常の療養支援】 ②在宅医療に係る機関に求められる事項

身体機能及び生活機能の維持向上のための口腔の管理・リハビリテーション・栄養管理を適切に提供する
ために、関係職種間で連携体制を構築すること

在宅療養患者への医療・ケアの提供にあたり、医師・歯科医師の定期的な診察と適切な評価に基づく指示
により、患者の病態に応じて、適切な時期にサービスが提供される必要がある

在宅医療の体制構築に係る現状把握のための指標例

日常の療養支援 急変時の対応

ストラクチャー ・歯科訪問診療を実施している診療所・病院数
・在宅療養支援歯科診療所数
・訪問口腔衛生指導を実施している診療所・病院数
・在宅で活動する栄養サポートチーム（NST）と
連携する歯科医療機関数

在宅療養支援歯科診療所数

プロセス ・訪問歯科診療を受けた患者数
・歯科衛生士を帯同した訪問歯科診療を受けた患者数
・訪問口腔衛生指導を受けた患者数 13



＜横浜市金沢区三師会における在宅歯科医療の取り組み＞

金沢区三師会在宅医療相談室地域７病院
（がん拠点病院２）
訪問看護ステーション
地域医科診療所
歯科診療所
薬局
施設
居住系サービス
介護事業所
地域包括支援センター
区役所

相談室員：看護師３名（ケアマネ資格有）
歯科衛生士２名

運営委員会（毎月開催）
各師会担当者 相談室員 三師会事務次長

見える困難事例検討会（毎月） 関係多職種

嚥下在宅チーム協議会・事例検討会（隔月）
耳鼻咽喉科嚥下評価専門医師
各師会担当者 三師会事務長 横浜南共済病院NST主任医師
市立大学附属病院周術期副センター長、NST担当口腔外科歯科
医師
並木リハビリテーション病院主任ST
関東学院大学栄養学科教授（管理栄養士）
区センター係長 区センター管理栄養士
施設管理栄養士

本人・家族

ケアマネジャー

区在宅協力歯科医
紹介・情報提供

７５歳以上要介護者無料訪問歯
科健診事業（低栄養重症化予防
横浜市 歯科医師会委託事業）

地域で完結 歯科医同行訪問

並木リハビリテーション病院

14



出典：令和6年度の同時報酬改定に向けた意見交換会（第1回）資料4参考1 15



今後の方向性

➢ 人口の減少や構造を踏まえた、歯科医療提供体制の確保・整備
～誰一人取り残さない歯科医療・在宅歯科医療の展開～
※医療インフラが整備されていない地域（特に無歯科医地区や過疎
地、中山間地域を含む都市部以外、歯科医療機関の減少地域）に
おける人材を含めた歯科医療機能の維持・確保、歯科医療提供
体制の整備

※地域の歯科診療所では困難な障がい児（者）や医療的ケア児（者）、
有病者、要介護者等への口腔健康管理に資する環境整備

➢ 医科歯科連携、多職種連携の更なる推進
※医科病院における歯科機能の拡大や歯科診療所との連携、後方
支援体制の構築に基づく歯科医療提供体制の確保

※入退院時から在宅・施設等に至るまで、地域の歯科診療所と医科
病院、医科病院内等における医科歯科連携の構築

※ICT を利活用した多職種との連携の更なる強化
16
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